	団体名称
	令和７年度申請用



第１号様式の別紙２

　　　　　　　　　　　　
見　積　書
【支出】補助金を使用する経費（事務用消耗品費を除く。）について関連付番号を付番し、補助事業計画書（15）に番号を記載してください。今回の申請と類似・同様の内容で、過去に返還金が生じた実績のある団体等については、返還金の抑制に向けて内容を精査するようにお願いします。
また、申請後、内容について確認させていただく場合があります。
（単位：円）
	費目
	関連付番号
	内容
	事業予算額
	内
補助金申請額

	
	
	
	単価
（税込）
	数量
	単位
	金額
	

	報償費
※

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	小計
	0
	0

	事務用消耗品費
（文房具類・筆記用具類・用紙類は、単価、数量、単位の記載不要）
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	小計
	0
	0

	物品費
※
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	小計
	0
	0

	複写・印刷費
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	小計
	0
	0

	郵送・広告・保険料
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	小計
	0
	0

	委託料
※
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	小計
	0
	0

	使用料・賃借料
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	小計
	0
	0

	合計
	0
	0


※　補助上限額の設定がある費目です。収入の合計と一致することを確認してください


	団体名称
	



令和７年度申請用


【収入】	（単位：円）
	費目
	
	金額
	内訳・内容

	当該補助金以外の収入
	会費
	
	

	
	参加費
	
	

	
	協賛金・寄付金
	
	

	
	その他
	
	

	
	                    小計…（ア）
	
	

	地域の絆連携活性化補助金　　  　…（イ）
	
	

	合計…（ア）＋（イ）
	[image: ]事業予算額の合計と一致することを確認してください


	


	(17)「報償費」を支払う場合、実施予定日、講演等のテーマ、内容、講師名を具体的に記載してください。（３人以上の場合は、別紙を添付してください）

	
	１人目
	２人目

	いずれかに☑
	□講師　　　　□進行役
	□講師　　　　□進行役

	実施予定日
	
	

	講演テーマ
	
	

	講演内容
(誰を対象に
何をするのか)
	
	

	講師名
	
	



	(18)補助金から支払う経費の支払対象者に、団体構成員(団体構成員が
代表を務める会社・ＮＰＯ・団体を含む。)が含まれている。
	□はい　□いいえ

	「はい」にチェック（☑）した団体は、以下に費目・内容・支払対象者（予定）を記入してください。

	①費目
	

	②依頼内容
	

	③支払対象者
	

	（チェック→）□ 上記③支払対象者は、上記②内容の関連業務を生業としており、本業務を
事業者として請け負います。


	(19)「使用料・賃借料」において、公共施設以外の施設を利用する。
	□はい　□いいえ

	「はい」にチェック（☑）した団体は、以下に施設名及びその理由を記入してください。

	①施設名
②理由

	（チェック→）□ 上記①施設は、団体及び団体構成員の所有する施設ではありません。
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